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要旨 
 

  

東京都千代田区霞が関にある警察総合庁舎に本店を置く警視庁職員信用組合は、警視

庁職員、警察庁職員、宮内庁職員、皇宮警察本部職員などを組合員とする国内最大の職域

信用組合である。同組合の特徴は、職場に密着した「応待相談活動」を展開することにあり、

50 人の職員が応待相談員として職場や組合員のもとを訪問する。また主力商品の住宅ロー

ンについては、「物件探し」から「住宅ローンの完済」まで責任を持って対応する。今日、地域

金融機関は職域営業推進を加速させているが、そのモデルが、職域金融機関の取組みで

あることはあまり知られていない。こうした警視庁職員信用組合の組合員に寄り添う姿勢

は、多くの地域金融機関にも大きな示唆を与える。 

 

はじめに 

 東京都千代田区霞が関にある警察総合

庁舎に本店を置く警視庁職員信用組合

（2021年3月・預金積金残高5,058億円、

貸出金残高 3,516 億円、7 店舗、職員数

163 人、愛称は「警信」）は、警視庁職員、

警察庁職員、宮内庁職員、皇宮警察本部職

員などを組合員とする職域信用組合であ

る。 

 1950 年代初頭の東京は、戦後の混乱か

ら立ち直りつつも、警察職員の生活環境

は劣悪であった。そこで所属（各部署）ご

との職員が資金を積み立て、相互に融通

し合う制度が広がった。しかし次第に警

視庁職員から専門の金融機関の設立を望

む声が高まり、当時の福利厚生を担当す

る警務部長らが設立発起人となり、52 年

に警視庁職員信用組合が誕生した。 

 同組合の資料によると、設立当初は業

務開始とともに融資申込が多く、出資金

のみでは申込者全員の希望に応えること

ができなかったという。そこで貯金増強

に力を入れるようになった。50 年代後半

になると住宅資金の需要が高まり、61 年

には貸出金残高に占める住宅関連資金の

割合が 50%を上回るようになった（21 年 3

月現在の貸出金残高に占める住宅関連資

金残高の割合は 96.4%）。 

 それから 60 年以上が経過した 21 年 3

月末現在、同組合の組合員数は 7万 2,824

人となり、国内最大の職域信用組合へと

成長した。 

 

職場に密着した「応待相談員」 

 警視庁職員信用組合が 7 割近い預貸率

を誇っている理由の一つは、職場に密着

した応待相談活動を展開しているからで

ある。応待相談活動とは、応待相談員が各 

警視庁職員信用組合本店 
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所属などを訪問し、組合員と個別面談を

実施することでさまざまなニーズに迅速

に対応するほか、各所属の会計係や庶務

係を通じ、組合員の各種預金の入出金や

公金、為替の取扱いなどにも対応する活

動である。 

応待相談員は常駐制と巡回制に分かれ、

常駐制応待相談員は警察署を担当し、週

に 2回、3時間ほど常駐することで預金や

引出し、振込、融資相談等を行う。一方、

巡回制応待相談員は警察署以外の警視庁

本部所属、警察庁、宮内庁などを担当し、

時間的には短いが常駐制応待相談員と同

じ巡回業務を実施する。このようなきめ

細やかな対応を行ってきた背景の一つに

は、警察職員の不規則な勤務時間がある。

例えば、交番に勤務する警察官の勤務時

間は、朝 8 時半から 17 時 15 分まで勤務

する以外にも、4 日に 1 度 14 時半から翌

朝 9 時半までの当番勤務がある。このた

め警察職員は平日に金融機関窓口を訪れ

て、金融サービスを受けることが難しい。

そこで現在では、日時を問わず、休日であ

っても組合員の要望があると、相談に応

じるように努めており、「組合員はいつで

もどこでも相談を受けることができる」

をモットーにしている。組合員のなかに

は、「子どもが小さいので、外出すること

ができない。応待相談員が自宅まで来て

くれて本当によかった」という声も少な

くないという。 

 また同組合の理事長をはじめとした役

員、部室長は警視庁の所属長級を経験し

た「警視庁 OB・OG」であり、かつての職

場を知悉している。そこで年 2回、警察署

長等のもとを応待相談員とともに訪問す

る「トップセールス」を実施し、さまざま

な活動の協力を依頼している。また 2022

年からは、これまで警察署長等を訪問し

ていたが、各課長にまで訪問範囲を拡大

するほか、新たに異動した警視庁幹部職

員に対しては、訪問前に理事長名の挨拶

状を発送するなど、きめ細かな取組みを

実施している。 

さまざまな広報活動 

 応待相談活動やトップセールス以外に

も警視庁職員信用組合はさまざまな広報

活動を行っている。特に警視庁警察学校

入校生や初任科卒業配置者といった新規

組合員については警視庁と連携し、早期

に面談を実施することにしている。この

理由は、「警察官として職務に専念しても

らうためには、健全な私生活が大切であ 

左から袋野正樹常務理事、 

後藤友二理事長、加藤崇理事 

左から今泉久枝本店長、吉越賢治業務

部長 
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る」との思いがある。そして健全な私生活

を送ってもらう基盤づくりとして、財形

預金を推奨する。 

 また、家族住宅居住者に対しては、組合

パンフレットのポスティングに力を入れ

ている。これは組合員だけでなく、組合員

の配偶者にも警信の認知度を高めたいと

の考えからである。 

 なお、職域金融機関は職場を退職する

と取引をやめる組合員等は多いが、同組

合の組合員の 25％は警視庁等を退職した

組合員である。この退職者の預金等が融

資を必要とする組合員の原資となってい

ることを踏まえれば、「職場の元先輩から

後輩への相互扶助」といえよう。 

物件探しからローン完済までをサポート 

 住宅購入は多くの人々にとって「一生

で幾度もない、人生最高額の買い物」であ

ることから、さまざまな不安がつきまと

う。警視庁では職員の福利厚生の一環と

して60年代後半から警察職員の住宅相談

に取り組んできた。現在でも警視庁は警

察職員を対象に住宅相談会を実施し、提

携している不動産会社の紹介などを行っ

ている。こうしたなか、警視庁職員信用組

合は 2014 年から不動産会社と提携し、組

合員が組合と提携している不動産会社を

利用した場合は、特典が得られるサービ

スを開始した（同組合と提携している不

動産会社は、警視庁が開催する住宅相談

会に参加している不動産会社とほぼ重な

っている）。また提携不動産会社を活用し、

同組合の住宅ローンを利用した場合はさ

らにプラスアルファの特典が付与される

サービスもある。

このようなサービス体制を蓄積してき

たからこそ、今日の組合では「物件探し」

から「住宅ローンの完済」まで責任を持っ

て対応している。具体的には応待相談員

が組合員から「どの地域で住宅購入を希

望しているか」という相談を受けると、提

携しているいくつかの不動産会社の候補

を提案する。そして借入額や返済期間な

どをシミュレーションした後、「ムリのな

い予算」であることなどを確認し、契約時

本店職員の皆さん 

組合員のペット写真 

警視庁 
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のアドバイス、書類作成や物件引渡しの

サポートも応待相談員が対応する。

また、家計の収支の状況によっては、組

合員の返済計画の見直しについて柔軟に

対応したり、繰り上げ返済が 1 万円から

いつでもでき、手数料も無料であるなど、

組合員目線の商品づくりとしている。 

さらに住宅ローン控除申告の時期には、

残高証明書を応待相談員が直接手渡すこ

とで、融資後におけるフェイス・トゥ・フ

ェイスの機会を確保している。このこと

は「いつでも相談できる環境づくり」の一

環であり、組合員満足度を高めることに

もつながっていることは注目される。 

 一方、長い人生においては、子供の教育

費や親の介護などが原因で複数の金融機

関などから資金を借入れ、結果的に債務

問題に悩む人も少なくない。同組合では、

債務問題に悩む組合員、職場の上司と改

善策を協議し、問題解決を図ることとし

ている。理事長の後藤友二氏は「警信は組

合員の『駆け込み寺』であってよい。『最

後の砦』としての存在でよいと思う」と話

す。 

おわりに 

 以上、警視庁職員信用組合の取組みを

まとめてみた。 

同組合の役職員がフェイス・トゥ・フェ

イスを重視し、組合員のさまざまな相談

に対応できるように取り組んでいる理由

の一つは、「組合員が職務に専念できるよ

うに」という思いがあるためである。この

考えの根底には、警察職員が経済的な不

安や悩みを抱えた状態では、結果として

治安を維持することに支障をきたすから

でもある。そこで組合は職域信用組合な

らではの組合員の利便性を追求するサー

ビスを展開してきたのである。 

 職域信用組合は多くの人々にとっては

なじみのない金融機関であるかもしれな

い。しかし職域信用組合があるからこそ、

「安心して仕事に打ち込める」という職

場もある。 

今日、地域金融機関は職域による営業

推進を加速させているが、職域推進のモ

デルが、実は職域金融機関の取組みであ

ることはあまり知られていない。こうし

た警視庁職員信用組合の組合員に寄り添

う姿勢は、多くの地域金融機関の職域推

進にも大きな示唆を与えるといえよう。 
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（資料）警視庁職員信用組合『令和２年度経営情報』

図表１ 預金積金残高と貸出金残高の推移

預金積金残高 貸出金残高
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